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１. はじめに 

 既報１）では, 太陽光発電（以下，PV という）と家庭用蓄

電池保有世帯における系統からの買電量に対する下げ DR

に対し，機器制御時の課題や DR 効果の算定方法別の水準比

較や課題について 2022 年度の実証結果を報告した． 

 2023 年度の実証は，顕在化している再生可能エネルギー

の出力制御問題等に対して有効策とされる日中の電力需要

増(上げ DR)の実証を行った．上げ DR は需要家側がコスト

負担の増加に対する懸念があること，また電力小売り事業者

側（以下，事業者という）にとっても需要家の懸念払拭に対

するインセンティブ付与等に対する経済メリットバランス

などが課題となる． 

 そのため，本報では，日中の電力を多く使うことによる上

げ DR を実施することでの需要家側コスト発生割合や事業

者側の収支への影響有無，また CO2 排出削減効果について

分析した結果や効果算定手法に対する課題などについて報

告する． 

 

２. DR 実証の概要について 

2.1 モニターの選定  

PV と伊藤忠商事（NF ブロッサムテクノロジーズ社）が製

造販売する家庭用蓄電池（スマートスター ,実行容量 

8.8kWh）を保有し,東京電力エナジーパートナーと契約があ

る世帯から DR 実証モニターを募集した．応募者のうち契

約数の多い時間帯別料金プランである電化上手に加入して

いる 31 世帯を本報で報告する DR 実証対象として選定し

た．なお，FIT は 7 世帯，卒 FIT は 24 世帯となった． 

2.2 実証期間 

2023 年 11 月 25 日（土）から 12 月 15 日（金)までの 3週

間，毎日連続して行った．なお，本実証に入る前に機器制御

テストを 1 週間程度行っている． 

2.3 上げ DR 実施に対する蓄電池の制御方法 

既報で行った下げ DR の実証では，翌週の需給見通しなど

から人手で DR 実施時間帯を判断して実施時間帯を決定し

た．しかし，この方法では日々DR を実施するには労力がか

かり不適であること，また PV 予測等を踏まえた制御方法を

実施するには大幅なシステム改修が必要になるという課題

があった．一方，モニター宅が保有している蓄電池は AI が

気象予報や電気使用状況から PV発電量と宅内消費電力量を

予測したうえで，需要家が契約している料金プラン単価や売

電単価を踏まえて需要家の経済メリットが最大化となるよ

うに蓄電池の充放電量を制御している．ただし，現状の電力

会社の主な時間帯別電気料金プランは表 1 に示すとおり昼

間時間帯は他時間帯より単価が高くなっていることから，通

常の料金プラン単価を使った制御では需要家の経済メリッ

トを最大化するため昼間の買電電力量を抑制する動きとな
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り上げ DR を目的とした制御は困難である。そこで電気の市

場価格である日本卸電力取引所 2）（以下，JEPX）の約定価格

が図 1 のように昼間時間帯単価が安くなっていることを踏

まえ，本実証ではこの蓄電池の既存機能を利用することで簡

易に上げ DR を実行できるか，また上げ DR の実施により料

金単価が他時間帯より高い昼間時間帯の使用量が増えるこ

とによる需要家コストの増加がどの程度になるかを実証す

ることにした．具体的な流れとしては，毎日 10 時に JEPX が

公表する翌日の約定価格を Web から取り込み，表 2 の計算

式にて送電端（託送単価含む）税抜きベースで変換したうえ

で蓄電池制御に使用している料金テーブルに反映させると

いう一連の処理をプログラム化して行った． 

表 1 電化上手単価（円/kWh・税込み） 

 夜間 昼間時間 朝晩時間 

単価 29.05 40.64 36.07 

時間帯 23～翌 7時 10～17時 左記以外 

＊東京電力 EP 社の電化上手料金プラン単価（実証時），昼間

時間はその他季単価（10月 1日から翌年 6月 30日） 

図 1 JEPX 約定価格（実証期間平均値 東京地方） 

表 2 料金単価テーブル計算式 

単価 計算方法 

買電単価 JEPX 単価+託送単価÷1.1×ロス率（0.931） 

売電単価 売電単価（FIT/卒 FIT）÷1.1 

 

３. データ採録ならびに欠損値処理等について 

 計測地点や計測箇所等について表 3 に示す．計測は受電点

計測ではなく，蓄電池側で採録している個別計測値（1 分サ

ンプリング）を使用した．時刻は世帯により秒単位で時刻ズ

レが発生するため分単位で決定した．欠損値処理については，

欠損時刻の前後 1 分値があった場合のみ前後の 1 分値の平

均で補完することにした．30 分値への変換については，0～

29 分は[0 分]，30～59 分は[30 分]として集計（平均）した．

なお，分数が 20 未満の場合は「欠測」としている．kWh（電

気使用量）の算出は，kW（電力）を 2 で徐することにより

算出した． 

表 3 計測地点，計測箇所 

計測地点 個別計測 

計測間隔 1 分サンプリング（CT 式） 

計測箇所 

買電電力 充電電力 

売電電力 放電電力 

太陽光発電電力   

 

４. ベースラインの作成と補正・分析対象について 

4.1 ベースラインについて 

DR 効果を算出するための基準となるベースラインは資源

エネルギー庁が指針として出しているガイドライン 3）（以下，

ERAB という）でその種類と設定方法が示されている．また

算出方法は直近 5 日間もしくは過去 30 日間の実績値を使用

することになっている．しかし本実証のようにある一定期間

連続して実施する場合や今後恒常的に実施する場合を考慮

すると ERAB の作成方法では困難になる．そのため本実証

においては前述の蓄電池の AI 制御システムを使用し，通常

の料金プラン単価で制御した場合の充放電電力量と売買電

力量を 30 分値単位でシミュレーションしたものをベースラ

インとした（以下，模擬値という）．なお，模擬値の作成に

あたっては，各世帯の宅内使用電力量と PV 発電量は DR 実

証期間中の実績値を使用した．また模擬値開始時の SOC は

各世帯の 11 月 25 日 00：00 時点の SOC１分値の実績を使用

している． 

4.2 蓄電池の微小充電量に対するデータ補正 

当実証で使用した蓄電池の待機時消費電力は系統からの

買電による充電量として計上される．模擬値作成おいて待機

時消費電力はデフォルトで設定されているが，図 2 の箱ひげ

図と中央値が示すとおりモニター宅の実績値がほぼ 0kWh

なことに対し模擬値はバラつきが多く見られた（中央値は

0.029kWh/30 分，58W 相当）.待機消費電力量自体は微小であ

るが，積算していくと実績の買電値が模擬値より大きく減少

することになり需要家の買電料金が安くなるということに

なるため分析結果を見誤るリスクがある． 

図 2 蓄電池の微小充電量（卒 FIT 世帯） 
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そのため，本実証での分析にあたっては表 4 のとおり PV

発電量が 30 分値で 0.01kWh 未満かつ蓄電池の充電量が同 

0.05kWh 未満（ひげ上側末端）の 30 分値において，実績・

シミュレーション値ともに系統からの買電電力量から充電

分を差し引きし，充電電力量を 0 にする補正を行った.  

表 4 蓄電池待機電力の微小充電量補正 

 PV 発電量 充電量 買電量 

補正前 ＜0.01 ＜0.05（α） β 

補正後 ＜0.01 0 β-α 

＊単位は kWh/30 分 

4.3 分析対象軒数 

 模擬値作成時に実績値で 30 分値データの欠損が発生した

場合，充放電時間は実績とは異なる制御で行っているため欠

損後の SOC 実績が参考値として使用できないこと，過去実

績などを使用した充放電電力量の推定は欠損後の充放電電

力量に影響を与えるが，欠損期間中の PV 電力量も考慮する

必要があるなど不確定要素が多い．そのため本実証において

は実証期間内において１時間(30 分値 2 コマ)以上のデータ

欠損があった世帯を分析対象から除外した．表 5 に応募数と

分析対象軒数内訳を示す．データ欠損の影響が分析対象件数

減に大きく影響した．なお FIT 世帯サンプル数が極端に少な

いことなどから本報告での対象外とする． 

表 5 実証モニターの内訳 

   合計 FIT世帯 卒 FIT 

応募数 31 7 24 

(再掲)分析対象 22 3* 19 

＊FIT 世帯は本報での報告対象外 

4.4 分析対象世帯の電力量水準 

 DR 分析対象世帯と電化上手・卒 FIT 世帯全体（DR 実施

世帯除く）の電力量水準について 2022 年度 10-12 月の月平

均電力量で確認したものを図 3 で，統計値（中央値と P 値）

を確認したものを表 6 に示す．DR 実証世帯は同一契約全世

帯（DR 実証世帯除く）と各電力量で中央値がほぼ同じとな

っている．また，P 値は各電力量すべてで 0.05 以上である

ことから統計的な有意差がないことを示している． 

図 3 DR 実証世帯の電力量水準（宅内消費と買電） 

表 6 中央値（kWh）と P 値（有意差検定） 

 宅内 買電 PV 充電 放電 売電 

母数 671 531 273 201 151 68 

実証 662 541 315 205 154 72 

P値 0.29 0.53 0.72 0.98 0.97 0.58 

＊N 数：母数 2,915世帯，実証 19世帯，P 値は母平均の差

の検定で算出（t 分布,両側検定，有位水準 0.05） 

 

５. DR 実証結果 

 実証世帯の 30分平均値について買電量,充電量，売電量の

グラフを図 4 で，各電力量の増減と充電量の内訳を表 7 で示

す． 

(a) 買電電力量の実績・模擬値比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 充電電力量の実績・模擬値比較 

(c) 売電電力量の実績・模擬値比較 

図 4 実績値と模擬値の電力量別・時間帯別平均値 
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買電は模擬値では料金単価が安くなる夜間時間帯の開始

時刻の 23 時から充電用に買電が行われているが，実績では

夜間買電はほぼ宅内負荷のみに使用され昼間の買電にシフ

トされている．充電量については買電と同様に夜間での買電

による充電が減少した一方，昼間の PV からの充電量が約

1.3kWh 程度増加していることがわかる．一方，売電について

は大きな変化は出ていない．また各電力量での実績と模擬値

の増減は大きくなく，当実証における制御方法で問題なく上

げ DR が実行出来たことが確認出来た． 

表 7 実績と模擬値の 1日あたり累計差異（kWh/日） 

 買電 売電 充電 放電 

実績-模擬 -0.75 -0.17 -0.82 -0.39 

（再掲）充電分の内訳(1日あたり平均値（kWh/日） 

 実績値 模擬値 実績-模擬 

系統より 1.01 3.08 -2.07 

PVより 5.33 4.07 1.26 

充電計 6.34 7.16 -0.82 

 

６. 経済性分析 

6.1 需要家総コストの算定方法と定義 

 需要家総コストは事業者への支払い額（以下，需要家コス

トという）と PV 余剰電力の売電収入（以下，需要家売電収

入という）との差し引きで求められる．需要家売電収入が大

きいほど負に大きくなる．また DR 実施における需要家総コ

スト増減は上記で算出した需要家コストと需要家売電収入

の実績値と模擬値の差し引きで求め，負に大きいほど DR に

よる顧客メリットが出ることを示す．表 8 にて使用した単価

を示す．また，顧客負担が増加した場合の補填方法は実証期

間の合計で負担増が発生した世帯のみに対し超過分を全額

補填している． 

表 8 電化上手単価と売電単価（円/kWh） 

 夜間 昼間 朝晩 売電 

単価 24.59 34.40 30.53 7.73 

時間帯 23～翌7時 10～17時 左記以外 － 

＊税抜・送電端ベース：料金単価÷1.1×ロス率（0.931），

売電は卒 FIT 料金単価÷1.1 

6.2 事業者総収支の算定方法と定義 

事業者の総収支は需要家からの料金収支（収入-支出,以下,

買電収支という）と PV 余剰電力の買い取り分を売却した収

収支（収入-支出,以下,売電収支という）の合計値となる．

事業者の総収支が大きいほど正に大きくなる．事業者総収支

増減は上記総収支の実績値と模擬値の差し引きで求める．な

お需要家総コストが増加（需要家総コスト＞0）した場合の

世帯においては事業者メリットから需要家コスト増加分を

差し引くことで事業者コストに含めている．なお，算出に使

用した単価の定義は表 9 に記載する．事業者の支出（調達単

価）と売電収入単価は JEPX 単価を使用している．  

表 9 買電と売電単価の算出定義 

単価 計算定義 

買電単価 

収入 料金単価÷1.1×ロス率（0.931） 

支出 JEPX 単価＋託送単価（7.48）÷1.1

×ロス率（0.931） 

売電単価 
収入 JEPX 単価 

支出 売電単価（8.5）÷1.1 

*税抜き・送電端ベース（託送含む） 

6.3 需要家コストと事業者コストの算定結果 

 需要家総コストと事業者総収支の増減を世帯別に算定し

た結果を図 5 に示す．横軸を需要家総コスト増減，縦軸を事

業者総収支増減とし，各世帯をデータ点とする．左上の象限

（需要家はマイナス，事業者はプラス）にデータ点が集まる

のが両者にとって理想である．19 世帯中補填が必要となっ

たのは図中の橙色で示した 6世帯（約 1/3）であった．コス

ト増加のなかった世帯は前述 5 章で示したように買電コス

トがかからない PVからの充電増とそれに伴う買電の減少が

要因となっている．補填後の経済メリットの日平均値は，需

要家は ▲4円弱（補正前はプラス値であったが，ほぼ 0円），

事業者は 10 円台半ば程度となった．また補填後の事業者メ

リットがマイナスになったのは１世帯のみであった．なお，

需要家のコスト増加に対する補填を日々実施した場合，事業

者メリットは期間集計値より数円減少した．これは需要家コ

スト増減がプラスマイナスで日々変動する中，一定期間で集

計化することで需要家の損失を吸収していることによる．こ

のことから，DR 実施の需要家コスト増への補填等について

は日単位で行うのではなく連続した一定期間で集計したほ

うが事業者にとってのメリットが多くでると考える． 

図 5 需要家と事業者のメリット散布図（補正後）円/日 
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７ DR 効果について 

7.1 DR 効果の算定方法 

実績と模擬値との比較において前述のように電力量の増

減があること等も鑑み，次の考え方・計算式で電力量のシフ

ト量（DR 効果）と電力量の増減に要因分解を行った．なお,

図 6 にイメージ図を記す．なお，GI は Grid Import（買電）

の略称である． 

(1) 各コマ𝑡において∆GI（実績-模擬値）を計算し，正負に

分ける 

(2) 正負の∆GI を１日単位で合計する 

(3) 正の量と負の量（ともに絶対値）の差分を増減量とする 

(4) 増減量を除いた値をシフト量(DR)とする 

 ※正の買電シフト量（橙色）と負の買電シフト量（水色）

は等しい。※売電についても同様に算出 

図 6 シフト量と増減量算出のイメージ図 

7.2 DR 効果（要因分解）の算定結果 

 7.1 に基づき算出した 1 世帯・1 日あたりの平均増減量を

表 10 に示す．この結果,買電量の時間シフト量（DR 効果）

は 3kWh/日を獲得できたことがわかる． 

表 10 平均シフト量・増減量（kWh/世帯・日） 

買電量 売電量 

時間シフト 増減量・率 時間シフト 増減量・率 

3.01 -0.75 0.15 -0.17 

-4.3％ -7.4％ 

＊増減量は前述の表 7 の値と一致 

 

８. CO2削減効果分析 

8.1  日別・時間帯別の CO2排出量原単位の作成 

 CO２削減効果については，現時点では東京電力旧営業エリ

ア内（関東エリア）で再生可能エネルギーの出力抑制が顕在

化していないため，日別・時間帯別平均 CO２排出原単位 5）

（以下,原単位という）を用いて算定することとした． 

 東京電力エナジーパートナー社の 2022 年度電源構成比 4)

より火力のみの構成比を算出したものと環境省が 2020 年に

公表した石炭と火力発電の原単位を加重平均することで表

11 のとおり火力発電の原単位を試算した．上記で求めた原

単位を表 12 の試算例で示すように東京電力管内の 2023 年

度需給実績 6)の毎時の火力発電電力量に乗じて CO2 排出量

を算定した．次に算定した排出量を供給量合計で除すること

で日別・時間帯別原単位を算定する．算出した CO2の実証期

間中の時間帯別平均値を図 7に示す．原単位は 1時間単位で

の算出であるが実証データが 30 分単位なので 30 分値単位

でグラフを作成している（:00 と:30は同じ値）．再生可能エ

ネルギーの拡大などにより昼間の原単位が他時間帯に比べ

低下していることがわかる．  

表 11 火力発電の原単位試算（CO2-kg/kWh） 

 構成比 各原単位 火力原単位 

石 炭 火 力
（従来型） 

21％ 
（28.8％） 

0.867 

0.545 LNG 火力 
（従来型） 

52％ 
（71.2％） 

0.415 

＊火力原単位＝0.288×0.867＋0.712×0.415＝0.545 

表 12 日別・時間帯別原単位の試算例 

（万 kWh,CO2-kg/kWh） 

年月日 時間帯 火力 供給力 CO2原単位 

2023/11/25 00：00 1,791 1,915 0.510 

2023/11/25 01：00 1,706 1,827 0.509 

*00：00の原単位算出＝1,791×0.545÷1,915＝0.510 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 実証期間中の時間帯別 CO2 排出原単位 

8.2  CO2排出量の算定と削減量 

 実績と模擬値の系統からの買電電力量に日時別の CO2 原

単位を乗じて算出した実証期間での CO2 排出量合計値と削

減率を表 13 にて示す．系統からの買電電力量が昼間時間帯

にシフトしたことにより CO2排出量が約 7％削減された． 

 今後，再生可能エネルギーが普及してその出力抑制が顕在

化した場合，上げ DR により再生可能エネルギーの出力制御

が減少することで，CO2削減効果はより多くなると思われる．

このようなダイナミックな電源構成の変化まで考慮した

CO2 削減効果の算出は，今後の課題とする． 

表 13 実証期間における CO2排出量（kg-CO2）と削減率 

 実績値 模擬値 削減率 

CO2 排出量 3,300 3,542 ▲6.8% 
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９. まとめ 

本実証により大幅なシステム改修を行うことなく，蓄電池

がもつ充放電制御に使用する電気料金テーブルに JEPX単価

を活用するという比較的簡易な方法で日々の需要動向を反

映させた上げ DR を実施できることが確認出来た．また上げ

DR の効果としては 1 日あたり 3kWh 程度の需要シフトが確

認されたことに加え，CO2排出量は約▲7%削減された．経済

性分析では需要家のコスト増化は全体の 3 割程度にとどま

り，事業者においても需要家コスト増化分を補填しても収支

バランスを確保できる可能性があることが確認できた。今後

は再生可能エネルギーの利用拡大と CO2 排出量削減を促進

するために，実証で課題となったデータ欠損時の対応や需要

家の上げ DR に対する参加促進方策などを図っていく． 
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